
ファイル名:000_1_0315047502202.doc 更新日時:2009/12/17 11:23 印刷日時:10/02/03 20:01 
 

 

四 半 期 報 告 書 

 

(第139期第３四半期) 

 

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 

 

  E03627 



ファイル名:000_3_0315047502202.doc 更新日時:2009/12/17 11:23 印刷日時:10/02/03 20:01 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更 

当第３四半期連結会計期間から、日興アセット

マネジメント株式会社他10社は株式取得によ

り、連結子会社としております。 

(会計方針の変更) 

「連結財務諸表における子会社及び関連会社の

範囲の決定に関する適用指針」(企業会計基準

適用指針第22号平成20年５月13日)が平成20年

10月１日以後開始する連結会計年度から適用さ

れることになったことに伴い、第１四半期連結

会計期間から同適用指針を適用しております。

なお、これによる当第３四半期連結財務諸表に

与える影響はありません。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

  48社 

２．持分法の適用に関する事項の変更 

 

(1) 持分法適用関連会社の変更 

第２四半期連結会計期間から、住信ＳＢＩネッ

ト銀カード株式会社は設立により、持分法適用

の関連会社としております。 

当第３四半期連結会計期間から、融通基金管理

有限公司他１社は株式取得により、持分法適用

の関連会社としております。 

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数 

  11社 

３．連結子会社の事業年度等に関する事

項の変更 

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であっ

たOIF（PANAMA）S.A.他１社については、決算日

を３月31日に変更したことにより、当第３四半期

連結累計期間は平成21年１月１日から平成21年12

月31日までの12か月間を連結しております。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

  

 
  

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１．減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産については、

年間減価償却費見積額を期間により按分し計上し

ております。 

２．貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権及び「破

綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てている

債権以外の債権に対する貸倒引当金については、

中間連結会計期間末において適用した貸倒実績率

等に基づき計上しております。 

３．税金費用の計算 法人税等については、一部の連結子会社を除き、

年度決算と同様の方法により計算しております

が、納付税額の算出に係る加減算項目及び税額控

除項目は、重要性の高い項目に限定して適用して

おります。 

４．繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断については、一

時差異の発生状況について中間連結会計期間末か

ら大幅な変動がないと認められるため、当該中間

連結会計期間末の検討において使用した将来の業

績予測及びタックス・プランニングの結果を適用

しております。 

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

税金費用の処理 一部の連結子会社の税金費用は、当第３四半期連

結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じることにより算定しております。 
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平成21年２月10日

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住

友信託銀行株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友信託銀行株式会社及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更３（３）に記載されているとおり、「債券

の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」（実務対応報告第26号平成20年12月５日）が公表されたこと

に伴い、同実務対応報告を適用し、平成20年12月26日に「その他有価証券」の一部を「満期保有目的の債

券」の区分に変更している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  白  川  芳  樹   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  倉  加 奈 子   印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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平成22年２月４日

住友信託銀行株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住

友信託銀行株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友信託銀行株式会社及び連結子会社の平

成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  合  利  治   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  壁  谷  惠  嗣   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  倉  加 奈 子   印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年２月５日 

【会社名】 住友信託銀行株式会社 

【英訳名】 The Sumitomo Trust and Banking Company, Limited 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  常 陰   均 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

【縦覧に供する場所】 当社東京営業部 

 （東京都中央区八重洲二丁目３番１号） 

 当社神戸支店 

 （神戸市中央区御幸通八丁目１番６号） 

 
当社横浜支店 

 
（横浜市西区南幸一丁目14番10号） 

 
当社名古屋支店 

 
（名古屋市中区栄四丁目１番１号） 

 
当社千葉支店 

 
（千葉市中央区富士見一丁目１番15号） 

 
株式会社大阪証券取引所 

 
（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

 
株式会社東京証券取引所 

 
（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



当社取締役社長 常陰 均は、当社の第139期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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